
(証券コード 6861)
平成30年5月28日

株 主 各 位
大阪市東淀川区東中島1丁目3番14号

代表取締役社長 山 本 晃 則

第49回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げま
す。
　さて、当社第49回定時株主総会を下記のとおり開催い
たしますので、ご出席くださいますようご通知申し上げ
ます。
　なお、当日ご出席いただけない場合には、書面によっ
て議決権を行使することができますので、後記の株主総
会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙
に賛否をご表示いただき、平成30年6月12日（火曜日）午
後5時15分までに到着するようご返送くださいますよう
お願い申し上げます。

敬　具
記

1.日　　時 平成30年6月13日（水曜日）午前9時30分
2.場　　所 大阪府高槻市野見町2番33号

高槻現代劇場（文化ホール3階会議室）
3.目的事項
報告事項 1. 第49期（平成29年3月21日から平成30年3

月20日まで）事業報告、連結計算書類及
び計算書類の内容報告の件

2. 会計監査人及び監査役会の第49期連結計
算書類の監査結果報告の件

決議事項
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 取締役9名選任の件
第3号議案 補欠監査役1名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場
受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。なお、事業報
告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類の記載すべき事
項を修正する必要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット
上の当社ウエブサイト（https://www.keyence.co.jp/company/）に
掲載いたしますのでご了承ください。
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(添付書類)

事　 業　 報　 告

第49期( 平成29年3月21日から
平成30年3月20日まで )

　当社は、平成28年6月10日開催の第46回定時株主総会の
決議により、第47期事業年度を平成28年3月21日から平成
28年6月20日までの3ヵ月間、第48期事業年度を平成28年
6月21日から平成29年3月20日までの9ヵ月間、第49期（当
期）以降の事業年度を1年間に戻す決算期変更を行ってお
ります。

1. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度の世界経済は、米国では個人消費
や設備投資が増加し、欧州でも景気は緩やかに回復
しました。また、アジア地域等でも、輸出の増加な
ど景気は持ち直しの動きが続きました。国内におい
ては、企業収益の改善や海外景気の緩やかな回復等
を背景に、設備投資も増加基調で推移しました。
　こうしたなかで、当社グループといたしましては
中長期的な成長を維持する観点からも、企画開発面
での充実、営業面での強化を図ってまいりました。
企画開発面では、高速オートフォーカスハンディタ
ーミナルや3-Axis UVレーザーマーカ等の新商品の
開発を行い、営業面では、人材の充実や海外販売体
制の強化を図ってまいりました。
　以上の結果、当連結会計年度における売上高は
526,847百万円、営業利益は292,890百万円、経常利
益は298,860百万円、親会社株主に帰属する当期純利
益は210,595百万円となりました。なお、前期は9ヵ
月間の変則決算となっているため、前期との増減比
較は行っておりません。
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　当連結会計年度の国内及び海外売上高の状況は次
のとおりであります。

地 域 金 額 構 成 比

国 内 246,259百万円 46.7％

海 外 280,587 53.3

合 計 526,847 100.0

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度の設備投資は、新商品用の金型等

の工具器具及び備品を主なものとして総額6,839百

万円となりました。

(3) 資金調達の状況

　上記設備投資のための資金は、自己資金を充当い

たしました。

(4) 財産及び損益の状況の推移

区　分

第46期
(9ヵ月決算)
平成28年
3月期

第47期
(3ヵ月決算)
平成28年
6月期

第48期
(9ヵ月決算)
平成29年
3月期

第49期(当期)
平成30年
3月期

売 上 高
( 百 万 円 )

291,232 96,352 316,347 526,847

経 常 利 益
( 百 万 円 )

156,905 47,943 173,436 298,860

親会社株主
に帰属する
当期純利益
( 百 万 円 )

105,645 32,475 120,680 210,595

1 株 当 た り
当期純利益
( 円 )

871.10 267.78 995.11 1,736.65

総 資 産
( 百 万 円 )

1,102,018 1,115,670 1,250,591 1,486,222

純 資 産
( 百 万 円 )

1,043,043 1,065,959 1,184,552 1,381,057

 
(注) 1.株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出

しております。
2.平成28年12月5日開催の当社取締役会決議により、平成
29年1月21日付で1株を2株に株式分割いたしました。
第46期の期首に当該株式分割が実施されたと仮定して
1株当たり当期純利益を算定しております。

3.事業年度の変更に伴い、第46期につきましては、平成
27年6月21日から平成28年3月20日までの9ヵ月決算、第
47期につきましては、平成28年3月21日から平成28年6
月20日までの3ヵ月決算、第48期につきましては、平成
28年6月21日から平成29年3月20日までの9ヵ月決算と
なっております。
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4.参考として、第44期、第45期（3ヵ月決算）と第46期（9
ヵ月決算）の単純合計、第47期（3ヵ月決算）と第48期
（9ヵ月決算）の単純合計、第49期の推移を記載してお
ります。なお、1株当たり当期純利益は、12ヵ月間の期
中平均株式数を用い、また、第44期の期首に株式分割
が実施されたと仮定して算定しております。

区　分

第44期

平成26年3月21日から
平成27年3月20日まで

第45期 第46期 合計

平成27年3月21日から
平成28年3月20日まで

第47期 第48期 合計

平成28年3月21日から
平成29年3月20日まで

第49期

平成29年3月21日から
平成30年3月20日まで

売 上 高
( 百 万 円 )

334,034 379,282 412,699 526,847

経 常 利 益
( 百 万 円 )

186,347 205,521 221,380 298,860

親会社株主
に帰属する
当期純利益
( 百 万 円 )

121,063 137,166 153,156 210,595

1 株 当 た り
当期純利益
( 円 )

998.20 1,131.01 1,262.89 1,736.65

(5) 対処すべき課題

　今後の世界経済につきましては、各国の政策に関

する不確実性による影響、新興国等の経済の先行き、

金融資本市場の変動の影響等については留意する必

要がありますが、全体としては緩やかな回復基調が

続くとみられます。

　当社グループといたしましては、新商品の開発と

営業力の強化、海外事業の拡大に一層注力してまい

ります。グローバルな競争が激しさを増すなか、製

造業の合理化、自動化、品質向上、研究開発の強化

は不可欠であります。そこに当社グループの事業拡

大の大きな可能性があると考えます。こうした可能

性に向けて、これまで培ってきたすべての力を結集

して業績拡大に邁進する所存であります。

(6) 主要な事業内容

　当社グループは、自動制御機器、計測機器、情報

機器及びその他電子応用機器並びにこれらのシステ

ムの開発、製造及び販売を主要な事業内容としてお

ります。
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(7) 主要な拠点

本社・研究所 大阪府

東京研究所 東京都

品質評価施設 大阪府

物流センター 大阪府

国内営業拠点 東京営業所、大阪中央営業所、名古屋営業所他

海外営業拠点 KEYENCE CORPORATION OF AMERICA、

KEYENCE DEUTSCHLAND GmbH、

KEYENCE (CHINA) CO.,LTD.他

(8) 従業員の状況

　平成30年3月20日現在における従業員数（就業人員

数）は6,602人で、前期末（平成29年3月20日）比で

929人増であります。

(9) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

US$ ％

KEYENCE
CORPORATION
OF AMERICA

100千 100 当社商品の販売
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2. 会社の株式に関する事項(平成30年3月20日現在)

(1) 発行可能株式総数 300,000,000株

(2) 発行済株式の総数 121,603,842株

(うち自己株式339,203株)

(3) 株主数 12,552名

(4) 大株主

株 主 名 持株数(千株) 持株比率(％)

株 式 会 社 テ ィ ・ テ ィ 18,285 15.1

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信託銀行株式会社（信託口）

10,838 8.9

滝 崎 武 光 9,377 7.7

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信託銀行株式会社（信託口）

5,067 4.2

S T A T E  S T R E E T  B A N K
A N D  T R U S T  C O M P A N Y

2,522 2.1

JP MORGAN CHASE BANK 380055 2,211 1.8

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信託銀行株式会社（信託口5）

1,875 1.5

S T A T E  S T R E E T  B A N K  W E S T
C L I E N T  -  T R E A T Y  5 0 5 2 3 4

1,871 1.5

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 1,796 1.5

JP MORGAN CHASE BANK 380072 1,558 1.3

(注) 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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3. 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の状況(平成30年3月20日現在)

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役
名 誉 会 長

滝 崎 武 光

＊取締役社長 山 本 晃 則

取 締 役 木 村 　 剛

取 締 役 木 村 圭 一
経営情報室長兼販促推進部長
兼事業支援部長

取 締 役 出 野 朋 英
自動認識事業部長
兼事業推進部長

取 締 役 山 口 昭 司 開発推進部長

取 締 役 寒 澤 　 晃 顧問

取 締 役 藤 本 眞 人 公認会計士

取 締 役 田 辺 陽 一 弁護士

常勤監査役 北 山 裕 昭

監 査 役 小 河 耕 一

監 査 役 武 田 英 彦 公認会計士

(注) 1. ＊印は代表取締役を示します。
2. 取締役藤本眞人、田辺陽一は、会社法第2条第15号に定

める社外取締役であります。
3. 監査役北山裕昭、小河耕一、武田英彦は、会社法第2条

第16号に定める社外監査役であります。
 

4. 取締役藤本眞人、田辺陽一、監査役北山裕昭、小河耕
一、武田英彦は、東京証券取引所の定めに基づく独立役
員であります。

 

5. 当社は社外役員全員との間で、会社法第427条第1項の規
定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を法令に
定める限度額に限定する契約を締結しております。

6. 監査役武田英彦は、公認会計士であり、財務及び会計に
関する相当程度の知見を有するものであります。

7. 当期中の役員の異動
(1) 就任

平成29年6月9日開催の第48回定時株主総会において
新たに山口昭司が取締役に選任され、就任いたしまし
た。

(2) 退任
平成29年6月9日開催の第48回定時株主総会終結の時
をもって、小西政行、山田淳平は取締役を退任いたし
ました。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 人 数 報酬等の総額

取 締 役 11人 277百万円

監 査 役 3人 24百万円

計 14人 301百万円

(注) 1. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人
分給与(賞与含む)は含まれておりません。

2. 上記のうち、社外役員に対する報酬等の総額は、5人で
32百万円であります。

3. 当社の取締役の報酬は、役員報酬内規に基づき、株主総
会の決議による報酬総額の限度内において決定してお
ります。また、経営責任を明確にするとともに業績向上
へのインセンティブを高めるため、連結営業利益に連動
した変動報酬型としております。

4. 当社の監査役の報酬は、役員報酬内規に基づき、株主総
会の決議による報酬総額の限度内において決定してお
ります。また、監査の中立性を確保するため、業績には
連動せず監査役会の協議により決定しております。

(3) 社外役員に関する事項

　社外役員の主な活動状況は次のとおりであります。

　当事業年度中に取締役会を12回、監査役会を15回

開催いたしましたが、監査役北山裕昭、武田英彦は

これらすべてに出席し、監査役小河耕一は、取締役

会11回、監査役会14回に出席いたしました。また、

取締役藤本眞人はすべての取締役会に出席し、取締

役田辺陽一は、取締役会11回に出席いたしました。

　各社外役員は、出席した会議において、主に法令

及び財務的観点から議案の審議に必要な発言を適宜

行っております。
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4. 会計監査人に関する事項
(1) 当社の会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等

28百万円
 

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会
社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質
的にも区分できませんので、当該事業年度に係る
報酬等にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計
監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算定根拠な
どが適切であるかどうかについて必要な検証を行
ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同
意の判断をいたしました。

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の

財産上の利益の合計額

28百万円

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社監査役会は、「監査役会規則」に則り、会計

監査人が会社法第340条第1項に定められている解任

事由に該当する場合は、監査役全員の同意により解

任できるものとします。

　また、当社監査役会は、上記事由に加えて、会計

監査人が継続してその職責を全うするうえで重要な

疑義を抱く事象が発生した場合には、株主総会に提

出する会計監査人の解任または不再任に関する議案

の内容を決定いたします。
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5. 業務の適正を確保するための体制の整備に関

する事項及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定

内容の概要

　当社は、取締役会において次のとおり決議してお

ります。

　①当社並びに当社子会社の取締役及び使用人の職

務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制

　　全ての役職員が共有する価値観と行動規範を明

確にした指針を定め、定期的な教育を実施し、そ

の遵守徹底やコンプライアンス意識の周知徹底を

図り、また取締役会で見直しを行いその実効性を

確保する。

　②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理

に関する体制

　　取締役会議事録、企画・報告書等取締役の職務

執行に関わる情報については、社内規則に基づき、

保存・管理する。

　　各取締役及び各監査役の請求があるときは、こ

れを閲覧に供する。

　③当社並びに当社子会社の損失の危険の管理に関

する規程その他の体制

　　コンプライアンス・環境・災害・品質管理・輸

出管理などに関わるリスクについては、それぞれ

の対応部署で必要に応じ規則・ガイドラインを制

定し、管理責任者を特定するとともに、研修の実

施、マニュアルの作成・配布を行う。新たに生じ

たリスクへの対応が必要な場合には、それぞれの

部署責任者から取締役会に報告し、リスク管理体

制を改善する。
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　④当社並びに当社子会社の取締役の職務の執行が

効率的に行われることを確保するための体制

　　全社に影響を及ぼす重要な事項等については、

多面的な検討を経て適正に決定するため、定例的

な役員連絡会等を開催するほか、職務権限と意思

決定の手順を明確化する。また各事業部の業績推

進については、定例報告会にて検討、管理を行う。

　⑤当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項

の当社への報告に関する体制

　　経営管理面の重要事項については、事前に協

議・検討を行う運用を実施するとともに、業績推

進面における事項についても定期的に報告を受け

るものとする。

　⑥当社並びに当社子会社から成る企業集団におけ

る業務の適正を確保するための体制

　　内部監査部署の監査を適宜実施する。災害時の

緊急連絡窓口部署は、国内会社及び海外会社それ

ぞれを所管する部署とし、適宜・適切な助言・支

援を行うものとする。

　⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くこ

とを求めた場合における当該使用人に関する事

項

　　求められた場合は監査役の同意を得て監査役を

補助すべき使用人を選定する。

　⑧上記⑦に掲げる使用人に対する指示の実効性の

確保に関する事項

　　監査役の職務を補助すべき使用人は、他部署の

使用人を兼務せず、もっぱら監査役の指揮命令に

従わなければならない。

　⑨上記⑧に掲げる使用人の取締役からの独立性に

関する事項

　　監査役を補助すべき使用人の人事異動、人事評

価、懲戒に関しては、監査役会の事前の同意を得

るものとする。
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　⑩当社並びに当社子会社の取締役、監査役、使用

人及びこれらの者から報告を受けた者が当社監

査役に報告するための体制その他の監査役への

報告に関する体制

　　役員連絡会、事業部連絡会、組織監査連絡会等

の定例会議への監査役出席を確保するとともに、

代表取締役及び取締役との定例ミーティングを実

施する。監査役へ報告する事項として以下とする。

　1. 役員会で審議・報告された事項

　2. 当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

　3. 内部監査部署が実施した内部監査の結果

　4. 役職員の重要な違法行為

　⑪上記⑩の報告をした者が、当該報告をしたこと

を理由として不利な取扱いを受けないことを確

保するための体制

　　当社並びに当社子会社の監査役へ報告を行った

役職員に対し、当該報告をしたことを理由として

不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を周

知徹底する。

　⑫監査役の職務の執行について生ずる費用の前払

又は償還の手続その他の当該職務の執行につい

て生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関す

る事項

　　監査役がその職務の執行について、当社に対し、

会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求を

したときは、担当部署において審議の上、当該請

求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執

行に必要でないと認められる場合を除き、速やか

に当該費用または債務を処理する。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概

要

　内部監査として、専任の監査チームを設置してお

ります。国内外の各拠点における業務・運営の適正

性、効率性を中心に内部監査を実施しており、監査

結果その他の情報は定期的に、また必要に応じて代

表取締役社長に報告されております。

　監査役監査につきましては、監査役3人（常勤監査

役1人）が実施しております。監査役は取締役会をは

じめ社内の各種重要会議に出席しております。また、

内部監査を実施している監査チームと協力し、各拠

点の実地監査も行っております。会計監査人とは半

期毎の会計監査結果の報告会など定例的な打合せを

持っており、会社の内部体制、取締役の職務執行な

どに対して十分な監視機能を有しております。

　本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満

を切り捨てております。

　また、比率は、表示単位未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成30年3月20日現在)
(単位　百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

工具器具及び備品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,023,426

437,675

160,276

370,055

34,847

14,395

6,543

△366

462,796

21,426

7,086

5,728

7,021

1,589

5,204

5,204

436,165

432,981

456

2,790

△61

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債 97,558

支払手形及び買掛金 10,645

未 払 法 人 税 等 58,799

賞 与 引 当 金 10,131

そ の 他 17,982

固 定 負 債 7,606

そ の 他 7,606

負 債 合 計 105,164

(純資産の部)

株 主 資 本 1,373,828

資 本 金 30,637

資 本 剰 余 金 30,537

利 益 剰 余 金 1,316,311

自 己 株 式 △3,658

その他の包括利益累計額 7,228

その他有価証券評価差額金 3,648

為替換算調整勘定 3,563

退職給付に係る調整累計額 17

純 資 産 合 計 1,381,057

資 産 合 計 1,486,222 負債純資産合計 1,486,222

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 平成29年3月21日から
平成30年3月20日まで )

(単位　百万円)

科 目 金 額

売 上 高 526,847

売 上 原 価 94,174

売 上 総 利 益 432,672

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 139,781

営 業 利 益 292,890

営 業 外 収 益 6,225

営 業 外 費 用 256

経 常 利 益 298,860

税金等調整前当期純利益 298,860

法人税、住民税及び事業税 93,427

法 人 税 等 調 整 額 △5,162

当 期 純 利 益 210,595

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

210,595

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 平成29年3月21日から
平成30年3月20日まで )

(単位　百万円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自 己
株 式

株主資本
合 計

平成29年3月21日　残高 30,637 30,533 1,120,874 △3,608 1,178,436

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △15,158 △15,158

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

210,595 210,595

自 己 株 式 の 取 得 △50 △50

自 己 株 式 の 処 分 4 1 5

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― 4 195,436 △49 195,391

平成30年3月20日　残高 30,637 30,537 1,316,311 △3,658 1,373,828

その他の包括利益累計額

純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平成29年3月21日　残高 2,679 3,422 14 6,115 1,184,552

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △15,158

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

210,595

自 己 株 式 の 取 得 △50

自 己 株 式 の 処 分 5

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

968 141 2 1,112 1,112

連結会計年度中の変動額合計 968 141 2 1,112 196,504

平成30年3月20日　残高 3,648 3,563 17 7,228 1,381,057

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

1. 連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

子会社28社を連結の範囲に含めております。主要な連結子

会社は、KEYENCE CORPORATION OF AMERICAであります。

すべての関連会社1社（株式会社ジャストシステム）及びす

べての非連結子会社1社に持分法を適用しております。非

連結子会社につきましては、連結計算書類に与える影響の

重要性が乏しいことから、連結の範囲には含めておりませ

ん。

2. 連結子会社の事業年度等に関する事項

子会社のうちKEYENCE (CHINA) CO.,LTD.ほか在外子会社5

社の決算日は12月末日、在外子会社1社の決算日は3月末日

でありますが、連結計算書類の作成に当たっては、2月末日

で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

これら7社を除く在外子会社15社及び国内子会社1社の決算

日は2月末日であります。これら16社について、連結計算書

類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用し

ております。ただし、これらの仮決算日及び決算日と連結

決算日との間に発生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

3. 重要な会計方針

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、取得原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　たな卸資産

当社及び国内子会社は主として総平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）、在外子会

社は主として総平均法による低価法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

当社及び国内子会社は主として定率法によっておりま

す。ただし、平成19年4月1日以降に取得した建物（附

属設備を除く）並びに平成28年4月1日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法を採用して

おります。

在外子会社は主として定額法によっております。

②　無形固定資産

主として定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内

子会社は一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。また、

在外子会社は主として相手先の財政状態を個別に判定

して回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給予想

額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要

件を充たしている場合には振当処理を採用しておりま

す。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。

　ヘッジ手段・・・為替予約

　ヘッジ対象・・・外貨建定期預金

③　ヘッジ方針

内規に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効

性を評価しております。

ただし、振当処理によっている為替予約については、

有効性の評価を省略しております。

(5) 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

注記事項

（連結貸借対照表関係）

 有形固定資産の減価償却累計額 40,667百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 121,603,842株

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配 当 金
の 総 額

1株当た
り配当額

基 準 日
効 力
発 生 日

平成29年6月9日
定時株主総会

普通株式 9,094百万円 75円
平成29年
3月20日

平成29年
6月12日

平成29年10月30日
取締役会

普通株式 6,063百万円 50円
平成29年
9月20日

平成29年
11月24日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発

生日が翌連結会計年度となるもの

平成30年6月13日開催の定時株主総会の議案として、普通

株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

①　配当金の総額 6,063百万円

②　1株当たり配当額 50円

③　基準日 平成30年3月20日

④　効力発生日 平成30年6月14日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予

定しております。

（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、安全性の高い債券等の金融資産で運用し

ております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。当該リスクに関しては取引先の財務状況や取引実績

を評価し、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。有価証券及び投資有価証券は、主

として信用度の高い公社債等を対象としているため、信用

リスクは僅少です。有価証券及び投資有価証券は、市場価

格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価を把

握し、継続的に保有の妥当性を検討しております。支払手

形及び買掛金並びに未払法人税等は、1年内の支払期日であ

ります。デリバティブ取引は、外貨建定期預金に係る為替

の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約取引で

あります。当該取引に関しては内規に基づき、リスク回避

の目的以外のものを禁止しており、振当処理の要件を充た

しているものについては振当処理を採用しております。
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(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場

価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

ります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成30年3月20日における連結貸借対照表計上額、時価及び

差額

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

現金及び預金 437,675 437,675 ―

受取手形及び売掛金 160,276 160,276 ―

有価証券及び投資有価
証券(※)

802,493 854,918 52,425

資産計 1,400,445 1,452,870 52,425

支払手形及び買掛金 10,645 10,645 ―

未払法人税等 58,799 58,799 ―

負債計 69,444 69,444 ―

※時価を把握することが極めて困難なものは含まれておりません。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティ

ブ取引に関する事項

現金及び預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金並び

に未払法人税等

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

有価証券及び投資有価証券

株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又

は取引金融機関から提示された価格によっております。譲

渡性預金は時価が帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

デリバティブ取引

為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされてい

る外貨建定期預金と一体として処理されているため、その

時価は、当該外貨建定期預金の時価に含めて記載しており

ます。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式（連結貸借対照表計上額543百万円）は、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、有価証券及び投資有価証券には含めておりません。

（1株当たり情報）

1株当たり純資産額 11,388円79銭

1株当たり当期純利益 1,736円65銭
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貸　借　対　照　表

(平成30年3月20日現在)
(単位　百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

工具器具及び備品

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社出資金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

907,454

356,084

25,908

123,426

365,055

27,045

6,111

3,868

△45

447,189

7,676

4,688

2,830

157

4,984

4,984

434,529

416,455

16,772

126

1,236

△61

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債 81,189

買 掛 金 8,445

未 払 法 人 税 等 55,190

賞 与 引 当 金 7,101

そ の 他 10,452

固 定 負 債 1,292

そ の 他 1,292

負 債 合 計 82,482

(純資産の部)

株 主 資 本 1,268,556

資 本 金 30,637

資 本 剰 余 金 30,537

資 本 準 備 金 30,526

その他資本剰余金 10

利 益 剰 余 金 1,211,039

利 益 準 備 金 692

その他利益剰余金 1,210,347

別 途 積 立 金 1,015,803

繰越利益剰余金 194,544

自 己 株 式 △3,658

評価・換算差額等 3,605

その他有価証券評価差額金 3,605

純 資 産 合 計 1,272,162

資 産 合 計 1,354,644 負債純資産合計 1,354,644

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 平成29年3月21日から
平成30年3月20日まで )

(単位　百万円)

科 目 金 額

売 上 高 430,701

売 上 原 価 85,700

売 上 総 利 益 345,001

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 71,498

営 業 利 益 273,502

営 業 外 収 益 1,983

営 業 外 費 用 391

経 常 利 益 275,094

税 引 前 当 期 純 利 益 275,094

法人税、住民税及び事業税 83,680

法 人 税 等 調 整 額 △2,533

当 期 純 利 益 193,947

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 平成29年3月21日から
平成30年3月20日まで )

(単位　百万円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

平成29年3月21日　残高 30,637 30,526 6 30,533 692 926,803 104,755 1,032,251

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 89,000 △89,000 ―

剰 余 金 の 配 当 △15,158 △15,158

当 期 純 利 益 193,947 193,947

自己株式の取得

自己株式の処分 4 4

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― 4 4 ― 89,000 89,788 178,788

平成30年3月20日　残高 30,637 30,526 10 30,537 692 1,015,803 194,544 1,211,039

株主資本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計自己株式

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成29年3月21日　残高 △3,608 1,089,813 2,657 2,657 1,092,470

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 ― ―

剰 余 金 の 配 当 △15,158 △15,158

当 期 純 利 益 193,947 193,947

自己株式の取得 △50 △50 △50

自己株式の処分 1 5 5

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

948 948 948

事業年度中の変動額合計 △49 178,743 948 948 179,691

平成30年3月20日　残高 △3,658 1,268,556 3,605 3,605 1,272,162

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

重要な会計方針

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、取得原価は移動平均法により

算定）によっております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）によっております。

3. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。ただし、平成19年4月1日以降

に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年4月1

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定

額法を採用しております。

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

4. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給予想額

のうち当事業年度負担額を計上しております。
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5. 重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件

を充たしている場合には振当処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の

とおりであります。

　ヘッジ手段・・・為替予約

　ヘッジ対象・・・外貨建定期預金

(3) ヘッジ方針

内規に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評

価しております。

ただし、振当処理によっている為替予約については、有

効性の評価を省略しております。

6. 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

1. 関係会社に対する債権・債務

売掛金 54,677百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 33,805百万円

（損益計算書関係）

関係会社との取引高

〈営業取引〉

売上高 197,145百万円

仕入高 25,301百万円

その他の営業取引高 1,995百万円

〈営業取引以外の取引高〉

受取配当金 1,550百万円

（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 339,203株

（税効果会計関係）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 2,759百万円

賞与引当金 2,180百万円

その他 1,658百万円

繰延税金資産合計 6,598百万円

繰延税金負債

投資有価証券 △1,576百万円

その他 △37百万円

繰延税金負債合計 △1,614百万円

繰延税金資産純額 4,983百万円

（1株当たり情報）

1株当たり純資産額 10,490円79銭

1株当たり当期純利益 1,599円37銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年4月24日

株式会社　キ ー エ ン ス

取　締　役　会　　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 松 尾 雅 芳 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 浦 宏 和 

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社キ
ーエンスの平成29年3月21日から平成30年3月20日までの連結会計年
度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独
立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当
監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠
を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判
断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社キーエン
ス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の
規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年4月24日

株式会社　キ ー エ ン ス

取　締　役　会　　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 松 尾 雅 芳 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 浦 宏 和 

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会
社キーエンスの平成29年3月21日から平成30年3月20日までの第49期
事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独
立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明する
ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示に
ついて監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類
及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当
該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の
規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年3月21日から平成30年3月20日までの第49期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき審議
のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎
通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な営業所について業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
に赴き、その業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして、会社法
施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書作成時点に
おいて、開示すべき重要な不備は認識していない旨の報告を取締役等
及び有限責任監査法人トーマツから受けております。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

平成30年4月26日

株式会社キーエンス　監査役会

常勤監査役 北 山 裕 昭 

監 査 役 小 河 耕 一 

監 査 役 武 田 英 彦 

(注) 監査役全員は、会社法第2条第16号及び第335条第3項に定める社外監査役
であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第1号議案　剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への配当の充実を図りながら、

将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部

留保を確保しつつ、安定した配当を継続していくこ

とを基本方針としております。このような基本方針

に基づき、当期業績の傾向及び今後の事業環境見通

しを考慮し、以下のとおり期末配当及びその他の剰

余金の処分をさせていただきたいと存じます。

1. 期末配当に関する事項

①配当財産の種類　金銭

②配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式1株につき金 50円

配当総額　　金6,063,231,950円

　なお、中間配当金として1株につき50円をお

支払いしておりますので、当期の年間配当金

は1株につき100円となります。

③剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年6月14日

2. その他の剰余金の処分に関する事項

①増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 182,000,000,000円

②減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 182,000,000,000円
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第2号議案　取締役9名選任の件

　取締役全員（9名）は、本総会終結の時をもって任

期満了となりますので、取締役9名（うち社外取締役

2名）の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

1

たき

滝
ざき

崎
たけ

武
みつ

光
(昭和20年6月10日生)

昭和4 7年3月 リード電機創業

9,377,236株

昭和4 9年5月 リード電機株式会
社（現株式会社キー
エンス）設立
代表取締役社長

平成12年12月 代表取締役会長
平成2 7年3月 取締役名誉会長

（現任）

2

やま

山
もと

本
あき

晃
のり

則
(昭和40年2月28日生)

昭和62年4月 当社入社

1,376株

平成16年3月 FIGNA事業部長
平成21年6月 取締役事業推進部

長兼MECT事業部長
平成22年12月 代表取締役社長

（現任）

3

き

木
むら

村
けい

圭
いち

一
(昭和43年3月16日生)

平 成3年4月 当社入社

1,000株

平成23年9月 マイクロスコープ
事業部長

平成26年6月 取締役経営情報室
長兼事業推進部長
兼事業支援部長

平成29年3月 取締役経営情報室
長兼販促推進部長
兼事業支援部長
（現任）

4

いで

出
の

野
とも

朋
ひで

英
(昭和43年4月10日生)

平 成4年4月 当社入社

400株

平成21年6月 株式会社ジャスト
システム取締役

平成24年6月 当社取締役
平成29年3月 取締役自動認識事

業部長兼事業推進
部長（現任）

5

やま

山
ぐち

口
あき

昭
じ

司
(昭和46年4月14日生)

平 成6年4月 当社入社

―株
平成28年8月 開発推進部長
平成29年6月 取締役開発推進部

長（現任）

6

み

三
き

木
まさ

雅
ゆき

之
(昭和50年4月3日生)

平成10年4月 当社入社

―株

平成19年9月 MECT事業部商品開
発グループ長

平成21年6月 株式会社ジャスト
システム取締役（現
任）

平成26年6月 当社取締役
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候補者
番　号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

7

かん

寒
ざわ

澤
 

　
あきら

晃
(昭和32年3月6日生)

昭和56年3月 当社入社

―株
平成10年1月 商品強化部長
平成21年6月 取締役開発推進部

長
平成28年8月 取締役顧問（現任）

8

ふじ

藤
もと

本
まさ

眞
と

人
(昭和28年6月24日生)

昭和57年9月 公認会計士登録

―株

平成10年6月 監査法人トーマツ
（現有限責任監査
法人トーマツ）パー
トナー

平成23年11月 藤本眞人公認会計
士事務所開業

平成25年6月 株式会社中央倉庫
社外監査役（現任）

平成26年6月 当社社外取締役（現
任）

9

た

田
なべ

辺
よう

陽
いち

一
(昭和44年11月25日生)

平 成7年4月 弁護士登録

―株
平成14年1月 色川法律事務所パ

ートナー（現任）
平成28年6月 当社社外取締役（現

任）

(注) 1. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 藤本眞人氏、田辺陽一氏は、社外取締役の候補者であり

ます。
3. 当社は、藤本眞人氏、田辺陽一氏との間に、会社法第423

条第1項の損害賠償責任を法令に定める限度額に限定す
る契約を締結しております。両氏の再任が承認された
場合には、当社と各氏との間で、当該契約を継続する予
定であります。

4. 藤本眞人氏、田辺陽一氏は、東京証券取引所の定めに基
づく独立役員の候補者であります。

5. 藤本眞人氏につきましては、公認会計士としての専門的
見地と幅広い見識を当社の経営に反映していただくた
め、社外取締役として選任をお願いするものでありま
す。同氏は直接会社経営に関与された経験はありませ
んが、公認会計士として企業財務に精通し、企業を統治
する見識を有しておられることから、社外取締役として
の職務を適切に遂行いただけるものと判断しておりま
す。

 

6. 藤本眞人氏及び同氏が代表を務める藤本眞人公認会計
士事務所と当社との間には取引関係はありません。同
氏は、当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマ
ツに籍をおいておりましたが、当社の会計監査業務には
関わっておらず、また、平成23年10月に同監査法人を退
所され、個人事務所を運営しています。そのため、同氏
は十分に独立性を有していると判断しております。
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7. 田辺陽一氏につきましては、弁護士としての豊富な経験
と専門知識を有しており、主にコンプライアンスの観点
から有益なアドバイスをいただけるものと期待し、選任
をお願いするものであります。同氏は直接会社経営に
関与された経験はありませんが、弁護士として培ってき
た知識や経験並びに高い法令遵守の精神を有しておら
れることから、社外取締役としての職務を適切に遂行い
ただけるものと判断しております。

 

8. 田辺陽一氏及び同氏がパートナーを務める色川法律事
務所と当社との間には取引関係はありません。そのた
め、同氏は十分に独立性を有していると判断しておりま
す。

 

9. 藤本眞人氏及び田辺陽一氏の当社社外取締役在任期間
は、本総会終結の時をもって藤本眞人氏が4年、田辺陽
一氏が2年となります。
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第3号議案　補欠監査役1名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合

に備え、予め補欠監査役1名の選任をお願いするもの

であります。

　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

　なお、本議案については監査役会の同意を得てお

ります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

やま

山
もと

本
まさ

雅
はる

春
(昭和28年9月23日生)

昭和52年11月 新和監査法人（現有限責
任あずさ監査法人）入所

―株昭和57年3月 公認会計士登録
平成28年7月 公認会計士山本雅春事務

所開設（現在に至る）

(注) 1. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 山本雅春氏は、補欠の社外監査役の候補者であります。
3. 当社は、山本雅春氏が監査役に就任することとなった場

合、同氏との間に、会社法第423条第1項の損害賠償責任
を法令に定める限度額に限定する契約を締結する予定
であります。

4. 山本雅春氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員
の候補者であります。

5. 山本雅春氏につきましては、公認会計士としての専門的
見地と幅広い見識を当社の監査に反映していただくた
め、補欠の社外監査役として選任をお願いするものであ
ります。同氏は直接会社経営に関与された経験はあり
ませんが、公認会計士として企業財務に精通し、企業を
統治する見識を有しておられることから、社外監査役と
しての職務を適切に遂行いただけるものと判断してお
ります。

6. 山本雅春氏及び同氏が代表を務める公認会計士山本雅
春事務所並びに山本雅春税理士事務所と当社との間に
取引関係はありません。そのため、同氏は十分に独立性
を有していると判断しております。

以　上
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株主総会会場ご案内略図

(大阪府高槻市野見町2番33号
高槻現代劇場文化ホール3階会議室)

至京都

至大阪

北口

三井住友信託銀行松坂屋

南口

グリーン
プラザ
３号館

至河原町

至京都

京都銀行

北大手交差点

Ｎ

商工会議所

野見神社

北大手交番

カトリック
高槻教会

高槻警察署

至大阪

高槻
市役所

至梅田

グリーン
プラザ
１号館

高槻現代劇場
文化ホール

JR
高
槻
駅

高槻センター街

阪
急
み
ず
き
通
り

阪
急
高
槻
市
駅

国
道
17
1号

線

城
北
通

▶ ＪＲ高槻駅南口下車

高槻センター街経由城北通より南へ徒歩約15分

▶ 阪急高槻市駅南口下車

城北通より南へ徒歩約7分

お車でのご来場はできるだけご遠慮ください。


